










1.交 通政策 と現代生活との係わ り合いについて
国際交通論という名前はまだ誕生 して日が浅 く,そ の概念規定についてはこれか らしっかりと
構築 していかなければならない,ま さに発展途上の学問であるdそ こで,も ちろんのことながら,
国際交通論とはどういう学問なのかについて,現 時点でのある程度の考え方を示す必要性がある。
しか し,本 論ではあえて国際交通について論ず る前に,ま ず交通そのものを論 じることの重要性
について考えてみたい。なぜなら,交 通研究のあり方 自体,近 年そのあり方が大きく問われてい
るからである。




たとえば,交 通の整備は社会的インフラス トラクチャーをどのように整備 していくかという公
共政策論,財 政学の範疇にかかわることである。特に現在の日本のように巨額の財政赤字を抱え
ている中で,ど のように効率的に交通基盤の整備を進めていくかということは喫緊の課題となっ
ている。確かに日本の公共事業は,ど の分野 も共通 して非効率性の問題を抱えている。 しか し,
国際化,・情報化が進むと,後 述するように,そ れに伴 って国際的な交通の担う役割も大きなもの
となり,そ の整備を怠ることはできない。 したがって,必 要不可欠な公共事業を適切に選択 し,





れるケースも多い。なぜな ら,公 共事業を行 うにあたっては非常に長い期間を要す るものが多
く①,従 って,需 要予測を過大に信 じることは避けるべきである。 しかし,と はいえ何の具体的
な手がかりな くして議論を行 うことも,客 観性を欠 くことになり,同 様に問題の多いところだろ
う。 その適否をめぐる議論がかみ合わないままに終始 してしまう可能性が大きくなるからである。
公共事業は長期的な視野にたち,公 共 目的のため行うということであれば,価 値財として,す
なわち社会 目的のために採算性とは別の次元で取 り組むべきであるということもできよう。 しか
し,現 実には,そ うしたあ り方があまりにも多 くの非効率さを生み出し,今 日の巨額の財政赤字
の構造を引 き起 こす大きな要因となってきたことに鑑みれば,や はり何 らかの客観的指標の導入
の可能性を求めていかなければな らない。そのためには,需 要予測の精度の向上が必要である。
しか し,現 在,よ り重要なことは,計 画採否の決定に関 しての意思決定過程の透明化である。 日
本の場合,こ れがさし迫 った課題であると考える。透明性の追求は今や国際社会 ・経済では最大
の重要事項 となっており,そ の面で日本は非常に出遅れているといっても過言ではなかろう。省
庁の情報開示,審 議会の委員の選定 ・審議のあり方の根本的な見直 しが必要である。
② 規制緩和政策:市 場のあり方について,さ らに安全対策との係わり
さらに,昨 今進 め られ てい る規 制緩和,競 争促進 政策 につ いて見れ ば,公 正 な競争 は どのよ う
に保 証 され るか とい う,ミ ク ロ経 済理論の範疇 とな って くる。
国際航空市場 において規制 緩和 を最初 に始 めたの は米 国であ り,1970年 代後 半 の こ とで あ っ
た。 この流 れが英国へ と飛 び火 し,日 本で も,中 曽根内閣の もとで1985年 頃 に規 制緩 和政 策 が
導入 された。 しか し,当 時は,そ の後す ぐにバ ブル経済が勃興 した こともあって,規 制緩和 の波
及 力 はす ぐに低 下 して しまう(2)。しか し,バ ブル経 済の崩壊に よって,国 際競争力の本 格的 な低
下 に危機感 を抱 いた結果,1990年 代 に入 ってか ら規制緩和 が本格化 す る こ とにな る。 そ の最初
の実験 対象 ともいえ るよ うなのが航空 分野で ある。
ここで少 し 「規制緩和」 の考 え方 自体 につ いて論 及 してお きた い。 規制緩和政策 につ いて は,
(1)特 に日本の場合,空 港建設などがこうしたケースにあたる。なぜなら,日 本では,ま ず,大 阪の伊丹
空港の騒音闘争によって,空 港建設=騒 音問題という図式が確立されてしまったが故に,建 設予定地周
辺の住民を説得することが難 しく,時 間がかかることがある。また,成 田空港の建設の際には,強 制収
用をめ ぐって地元住民との間に 「ボタンの掛け違い」が生じ,現 在でもその尾を引いている。こうして
日本の空港建設は,そ の民主化のあり方も絡み,非 常に長期の期間を要するものとなる。経済関係の予
測は,5年 を過ぎるくらいのものとなると,希 望的観測の大きいものとなる。なぜなら,特 に現在のよ
うな経済変動の激 しい状況では,短 期的な予測でさえ,そ の前提となる与件が変わって くる可能性が高
いからである。ましてや空港計画が立ちあがった時点と,完 成時点での状況は完全に変わって しまって
いることがむしろ必然的であるともいってよいだろう。
(2)ち なみに,規 制緩和は英語ではderegulationと いう。文字通 り訳せば 「規制撤廃」である。 これを




日本人の間で大 きな誤解があるように思われる。それは,「規制緩和=価 格の低下」 と思 いこん
でいる人が多いことである。 しか し,規 制緩和,競 争原理の追及は,本 来,競 争を通 じてサプラ
イヤーが多様な商品を生み出 し,消 費者の嗜好に木 目細か く応えてい くというものである。 した
がって,適 切な付加価値が提供できるならば,価 格が高 くなって も当然だと考えられる(3)。しか
るに,消 費者がこのような誤解を している限り,規 制緩和の社会的利益は極めて限 られた範囲に
とどめられて しまうことにな りかねない。
また,市 場競争の過熱による価格の過度の低下は,安 全性の問題に深刻な影響を与えるものと
なりかねない。最近,競 争政策を推進するための格好の材料 とすべきと考えたのであろう,米 国
の有名な市場競争推進者である経済学者,M.・ フ リー ドマンの 『選択の自由』が,日 本で文庫本
として発売された。確かにこの本は,相 当前に出版 された著作ではあるが,現 在でも論 じるに価
値のある論点を提示 している。その一つが安全性に関する議論である。
この本の中で,フ リー ドマンは,安 全性に関する規制を一切行う必要はないと主張している0
昨今,OECDを 初めとして,規 制を経済的規制 と社会的規制に分け,前 者 を撤廃す る一方 で後
者を強化するという方針が提唱されている。 ここで経済的規制とは,公 正で健全な競争を確保す
るために,独 占や寡占などを取 り締まったり,過 当競争を封 じるために需給調整を行 った りする
ことである。また,社 会的規制とは,安 全性の追求や地方の交通基盤の確保など,社 会的要請に
応えるための規制のことをいう。
フリー ドマンは,安 全性の追求は交通機関にとっては欠かすことのできないものであり④,規
制を行わな くて も,安 全に対する投資を怠 ることは絶対にないと主張する。
しか し,昨 今の厳 しい生き残 りをかけた企業間競争の現実の中では,そ して先に触れたように,
特 に日本市場のように 「規制緩和=価 格の引き下げ」が第一命題になるようなところでは,安 全
への投資 も疎かになりかねない逼迫 した現状がある。実際,1998年 には,完 全にその因果関係
が証明されたわけではないにせよ,新 規航空会社で低運賃戦略をとっていた米国のバリュージェッ
トという航空会社が建て続けに事故を起 こした事実がある。
交通事業者に対 して安全に対す る投資を確実に行わせるようにするためには,や は り,そ のた
めの経済的余裕を生み出すための適正利潤が確保されるような市場環境を作 り出していかなけれ
ばな らない。その意味からすれば,経 済的規制は,安 全に対する投資を確実に行わせるための手
段としてとらえることができるのであり,近 年のように,経 済的規制と社会的規制をはっきりと
区別 して論 じることは問題があるということができよう。つまり,経 済的規制 と社会的規制はあ
る面において非常に強 く結び付いているのであ り,両 者を単純明快に区別 してしまうことは,現
実的には,目 的追求から遠 く離れた行為であると言わざるを得ないだろう。
とにかく,安 全の問題は交通事業者にとっては死活の問題である。この点が,交 通産業と他の
(3)規 制緩和の目的は,あ くまでも社会の トータルな福祉水準の向上であり,規 制緩和を行うこと自体が
目的ではないことに留意 しなければならない。規制緩和は単なる手段に過ぎないのである。
(4)'も し事故が起きれば,そ の交通機関は致命的な信用の低下を招 くことになる。
54・ 『明大商学論叢』第85巻 第1号(54)
産業 に関す る市場政策 を分 ける大 きな相違点であ るといえ よう。交通産業 において 「実験」 とい





特に航空であ り,地 方は国際線を誘致 し,観 光や事業の国際化を進めることによって国際化を為
し遂げ,経 済の活性化をはかるという議論がよく主張されている。
この主張には確かに一定の合理性はある。国際化は中央政府 レベルよりも地方 自治体の方が進
めやすい面が確かに存在するか らだ。中央 レベルでは国の主権 という問題が介在 してくる。それ
だけ,国 際間の様々な交流施策は簡単には実行しに くいものとなってしまう。それに対 して地方
自治体の場合には,そ うした中央 レベルが抱えるような問題を考える必要はなく,中 央政府に比
べればある程度 自由に国際間の協定を結ぶことができる。∵時期はやった 「グローカライゼーショ
ン」⑤という言葉は,そ れを象徴 したものだと捉えることができるだろう。
しかし,実 際に地方空港から海外に国際線を運航することは,経 営的にいってかなり難 しい事
業である。なぜなら,地 方か ら海外に行 く需要を恒常的に確保すうこζは非常に困難なことであ
るからだ。 また,地 方公共団体の中には,国 際線を運航すれば国際化に直接つながると誤解 して
いるところもある。 しか し,こ れはかな り短絡的な発想である。,真 の国際化は,単 に直接的な移
'動手段が確保されたか らと
いって実質化するものでは到底ありえない。
その点,真 の国際化とは,相 当な文化摩擦を伴 うものであることを覚悟 しなければならない。
「国際化」というと非常に聞こえはいいが,実 際に様々な人種の人々が一緒に生活するとなると,
その生活様式の違い,文 化的発想の違いなどをお互いに理解 し合い,共 有 してい くことが強 く求
められることになる。 したがって,単 に人流や物流など,直 接の交流手段ができればよいという
ものではな く,恒 常的に交通路によって結ばれた両国がどこまで深 くつきあっていくことができ
るかということの分析 までをおこなっていかなければならない。 さもなければ,両 者の間の交流
は一時的なものにとどまり,真 の交流効果はごく限 られたものになって しまう可能性が高まるか
らである。その意味で,国 際交通論は,経 済的な検討だけではなく,社 会学的な分析視角(異 文
化交流の研究など)を も必要とするものである。
④ 熟練労働者の問題
パイ ロ ッ トやスチ ュワーデス とい った労働者を どのようにと らえ るか とい ウことは,熟 練労働
者 のあ り方 を問 うことにな り,リ ス トラの進展 による人的競争力 の劣化 が危惧 され る日本 にお い
(5)GlobalとLocalとい う言 葉 を組 合 せ た もの。
(55)国 際交通論の考え方と,現 状における分析課題55
て,極 めて今 日的な問題 となる。
交通労働者は本来高い熟練性を要求されるものであるし,情 報化が進んだ現在でも事情は変わ
らない。 ここでは特 にITSな ど,情 報化の進展との係わりにおいて考えてみよう。
確かにITSな ど,情 報技術が進歩すると,そ れだけ安全かつ環境 に優 しい交通が実現可能に
なる。 しか し,そ れはあ くまで も,こ れか ら目指す社会建設にとっての必要条件であって,十 分
条件ではない。
たとえば,ITSに よって渋滞を回避する可能性が高まったとしても,誰 もが同様な判断をすれ
ば,結 局同 じところに集中して しまい,渋 滞は解消されない。 また,安 全性の配慮にしても,そ
の必要性を経験的に十分認識 していて初めて,そ れをサポー トするような情報技術が活きてくる
のである。単に人間の熟練性を情報機器の発達によって置きかえることはできない。
また,情 報化が進めば進むほど,情 報機器が機能 しな くなった(ダ ウンした)時 の危険性は増
大することになる。情報化が進めば進 むほど,情 報 システムのブラックボックス化(全 体の不可
視性)が もたらす影響が大きくなっていく可能性が高 くなるからである。すなわち,そ れだけ情
報システムがどのように機能 しているかが,一 般の人々にとってますます見えにくいものとなり,
いざと言う時の対応が困難となる。 こうした事態に適切に対応するためにも,豊 富な経験 に裏づ
けされた熟練労働者の確保が,特 に安全性 という失敗の許されないファクターを持つ業界の運営
にとっては必要なことになるのである。
また,労 働コス トについては,日 本は規制緩和が行われている現在においても,依 然として国
際的に非常に高いレベルにあり,こ れが国際競争力を削 ぐものとなっているという議論がある。
しかしその反面,実 際に国際比較を してみれば,逆 に日本の熟練労働者は安 く使われているとい
う見解 もある。なぜそのような見解の相違が生 じるかといえば,そ こには国際間比較を行うに当
たっての各国の事情の違いをどこまで正確 に捉え られるかの差があるからである。
たとえばパイロットの給与水準 について考えてみよう。 日本の場合,羽 田空港など,主 要空港
の発着枠の供給が制限されているという特殊事情がある。そのため,日 本の航空会社は,よ り効
率的にその限られた発着枠を利用するために,大 型機を多用 しなければならない。
米国の場合,パ イロットの育成は,小 型機の乗務から始まり,中 型機,大 型機と昇格していく。
そのため,大 型機のパイロットは経験を積んだベテランパイロットとなることが多いために,結
果 として賃金水準が全体平均よりも高 くなるという背景がある。 これに対 して日本の場合は,先
のような状況から,早 い段階か ら大型機の操縦を任せられる。その結果,年 齢を軸として 日米の
比較を行えば,日 本の方が割安に見えることが生 じてくるのである。 もちろん,年 齢は違 っても,
同じ大型の機材を操縦するのであるか ら,同 じ賃金を得て当然だという主張も立派になり立つだ
ろう。 この場合には,経 験を織 り込んだ年功賃金の度合をどのように評価するかによって見解が




勝 負 の面 があ る。 その意 味では芸能人 と同 じであ り,生 涯賃金 の観 点か ら見れば,一 時的 には高
給 に見え た と して も,生 涯賃金 と して並べ てみれ ば妥 当だ とい うこともあ りうるので ある。 ここ
では熟練労働者 を どう遇 す るか とい う問題が提示 され る。
2.国 際交通論とい う学問の誕生
従来,国 際交通 を担 っていたのは主 に海運であ った。 したが って,最 近 まで国際交通論 とい う
学 問はな く,海 運論,海 運経済論 と して論 じ'られて きた。 しか し,航 空 の大衆化 が進 み,航 空 が
一般 の足 と して定着 して きたために,従 来 の海運論 が国際交通 論 という名称 の もとに,海 運 と航
空 を統合 した形 で再編 されたのであ る⑥。 そ して今 日では,国 際交通 にお いて む しろ航 空 がそ の
中心 とな ってい る。 もちろん,物 流 におけ る海運 の重要性 は,今 日にお いて もゆ らぐものではな
い。 しか し,以 下では主 に人流 という観点 か ら,航 空 の動 きについて,こ の問題の一端 を論 じる
ことにす る。
3.国 際交通 にお ける新 しい問題
① 提携問題
国際経済の動きは,こ れまでにな く変動が激 しい ものとなっている。その原因としては,一 つ
は情報化の進展が上げられるだろう。様々な情報が瞬時に世界中,至 るところに届けられるよう
になれば,そ れだけ,情 勢の変化に敏感に市場が動 くことになる。それは,市 場の不安定化につ
ながり,企 業の直接投資 リスクが大 きいものとなる。
次に国際化の深化ということもあろう。国際化も段階が進むと,他 の国の人々とより緊密につ
きあってい くことが求め られる。たとえば,円 高の過度の進展は,日 本の製造企業に対 して海外
へ進出し,そ こでの製造活動を行 うことを促 してきたが,そ の結果として中国やインドネシアと
い った国々に進出した企業は,現 地での労務管理に苦しむことになった。海外では,そ もそも労
働というものに対する考え方自体が異なっている場合が多いからである。
このように,海 外への直接進出のリスクが大きくなっている現状では,直 接投資の リスクを背
負うよりも,現 地の事情を当然ながらよく知 っている地元の企業に現地での営業を任せ,お 互い
に強みを発揮 させる形での提携を結んで市場を席巻 してい くのが有利な戦略であるといえよう。
これは国際市場における,い わゆるバーチャル ・カンパニー化である。バーチャル ・カンパニー
とは,各 企業が自分の強い部分を出し合 って,お 互いに協力関係を結び,複 数企業間の提携であ
るにもかかわらず,あ たかも上つの企業のように活動するような状況を指す。 これまではすべて
(6)こ の現れがいくつかの国際交通論と称するテキス トの構成に見 られる。 これらの多くは,こ こでいう
本来的な国際交通のあり方を問φ というよりも,む しろ,海 運論と航空論を合わせただけといった感の
強いものが出版されているる
(57)国 際交通諭の考え方と,現 状における分析課題57
の業務 を1つ の企業 が行 って きたわ けで あるが,こ れ は自社の弱い部分を外注化することだ といっ
て もよいだ ろう。
こう した提携 を可能 に した のは,近 年 のイ ンターネ ッ トを初め とす る情報化 の進展で ある。以
前 であれば,企 業 間で コ ミュニ ケー ションを とるには,電 話 や,せ いぜ いフ ァックス くらい しが
なか った。 細かいニ ュア ンスを伝 える となれば直接会話 す ることが求め られ るが,国 際間 では時
差 とい う大 きな障害が立 ちはだか ることにな る。 それがイ ンターネ ッ トの国際 的普及 によ ってE
メールが使 え るよ うにな ったので,時 差 に囚われない,密 度 の濃 い国際間 コ ミュニ ケーシ ョンが
可能 とな り,こ れが国際間提携の流れ を推 し進 めた ことは否定 で きないだ ろう。
こうしてできあが った国際間提携 は,た とえ小 さい規模 の企業 であ って も,国 際市場で立派に
生 き残 ってい く可能性 を もた らしたとい う大 きな意味 を もってい る。
しか しなが ら,こ こで新たな独 占の問題が生 じて くる。 これまでであれば,一 つの企業が直接
投資 を行 って,自 分 の力 で国際市場を席巻 して い くとい うパ ター ンであ ったが故 に,も し市場を
独 占 した場合 で も,そ れに対 す る審査 はわか りやす い ものであ った。 しか し,提 携の進展 によっ
て,複 数 の企業 が緩 やかな提 携に よって市場を席巻す るとい うこ とにな ると,従 来の独 占という
捉 え方 では対処 できな くな って しまう。 そこで,健 全 な市場競争 を保証 してい く上 で,提 携 をど
のよ うに市場 で評価 してい くか という新 たな問題が発生 して くる。
② 国際空港間競争
航空輸送が可能になるためには,空 港が整備されていることが条件 となる。 この空港のあり方






とえば,韓 国の仁川空港は,長 大な滑走路をもち,日 本から,ア ジアのハブ(中 心空港)と して
の地位を奪いつつあるといわれている。




日本 と同じ位の国土面積 しかないが,日 本 とは都市集中の度合が違 うだろう。 ここでの前提は,
首都圏に大規模空港がないということだが,東 京でそのような大規模空港を建設することになれ




が予想 される。また,仮 に首都に近い場所を確保 したとしても,都 会の住民の考え方は非常に多
様であるがゆえに,意 見調整が難 しいことになってくるだろう。
また,政 治体制の違いも考慮 しなければならない。周辺アジア諸国では,日 本 とは民主主義の
あ り方が違 う。周辺アジア諸国では,政 府の権限が非常に強い。空港建設は国威発揚の意味もあ
る。 そのため,空 港建設に関する意思決定が迅速に行われる。これに対 して,日 本では,空 港建
設に対する深い不信感がある。1つ は騒音問題。大阪の伊丹空港において繰 り広げられた騒音闘
争は,空 港=騒 音問題 という図式を作 り上げた。 これが今でも根強 く残っている(7)。
もうひとつは土地収用の問題である。 この問題では,日 本政府は成田空港の建設段階において
大きな失敗を犯 した。 この 「ボタンの掛け違え」を未だに完全には払拭できない状況にある。強
権的な政策を実行できない日本では,こ の問題が大 きくの しかかって くるだろう。つまり,建 設
に要する トータルの時間が長 くなることによって,他 の諸国に迅速に対応することが難 しくなる
し,な によりも建設コス トが高 くなって しまうのである。
こうして考えると,日 本の空港整備政策としては,周 辺アジア諸国とは違 った形の政策が求め
れ られることになる。
さらに言うならば,空 港が経済に優先するのではなく,あ くまでも本質的な経済需要の盛 りあ
が りがあって初めて空港政策 も活きるというものである。交通は多くの場合,経 済の派生需要で
あり,特 に空港の場合,そ れ自体が経済効果を生み出す範囲は限 られている(8)。したがって,財
政制約のもとでは,ま ず経済自体の振興策の効率性をもっと議論すべきであろう。
4.今 後 の展望
今後,こ の分野は様 々なモー ド(交 通機関)の 研究をとりいれていかなければならない。現在
は実質的に航空と海運の研究が主となっているが,特 にヨーロッパでは,鉄 道や,ト ラックや自
動車といったモードも国際交通の研究対象 となって くる。確かに日本では,こ うしたモー ドは国
内交通の分野に限られるが,こ の学問分野が国際的に通用するものとなるためには,ヨ ーロッパ
と同次元で国際交通を語れることが求められるであろう。
実際 国際交通とはいえ,国 内交通とのつなが りを無視 して論 じることはできない。特 に航空
の場合,国 際路線の運営は,国 内路線運営 との補完性を無視することはできないからである。
また,物 流論 との提携が疹要であろう。国際交通論では,物 流面での研究 と,人 洗面での研究
がうまく融合 していないような感がある。 しかし,本 来両者は,交 通という範疇の中で一貫性を








さらに,交 通研究 とはどの範囲までの研究を含むのかという,根 本的な検証が再度必要となる
だろう。本来,交 通政策の中には情報通信も含まれていた。情報通信は海運 ・航空 といった具体
的なモー ドのあり方に大きな影響を与える。その意味からは,情 報論,コ ミュニケーション論と
の提携 も必要となってくるだろう。
ちなみに,情 報化が進あば,実 際の人流は減少 していくという見方がある。未来学者 として有
名なA.ト フラーなどの考え方はその代表的なものということができよ う〔9)。しかし,特 に国際
交通の分野ではこれは疑問であろう。
情報化が進めば進むほど,情 報そのもののもつ価値の高さが意味をもってくる。そ して,付 加
・ 価値の高い情報であればあるほど,文 字情報 としてイ ンターネット上で伝達することは問題が出
てくる。1つ には,情 報漏洩の危険性が挙げられる。い くらインターネット上でのセキュ リティ





このような事情に鑑みれば,情 報化が進み,情 報の価値が問われれば問われるほど,直 接に人
と人が接 して情報が伝達 されることが求められることになろう。とするならば,ト フラーのよう
な見方は一面的なものであり㈹,人 の交通量はますます増えてい くだろうと考えられる。
さらに,人 の生きがいということもある。 これまで人々は何 らかの形で社会から生きがいとな
るようなものをある程度受動的に与えられてきた。最初は国家であり,そ れが社会主義などの思









(10)と はいえ,単 純な書類のやり取 りといったような目的の交通量は減少 していくだろう。実際にICAO
(国際民間航空協会)は,1998年 に行った実証研究の中で,単 純な交通:量は減ったと報告 している。
(11)ち なみにF.フ クヤマはその著書 「歴史の終わり』の中で,ソ 連邦の崩壊によって民主主義 と社会主
義 という社会体制をあ ぐる争いがな くなったことをもって,歴 史を動かしてきたモーメントがなくなっ
たとして 「歴史が終わった」と宣言 した。
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合いはかな り高いものとなって くるだろう。この意味で旅行産業の再編とともに㈹,航 空産業は,
移動の今 日的意義を再度見直 し,戦 略を定めてい く必要性がある。
(12)今 日,イ ンターネットを中心とする情報化の進展によって,航 空会社は,こ れまで旅行会社に依存 し
てきた販売方式を見直 し,消 費者への直販化を押 し進めつつある。その結果,こ れまで航空会社などか
らの手数料収入に大きく依存 してきた従来型の旅行会社は,そ のあり方の見直 しを通 して,大 きな転換
点を迎えている。
